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自治体DX推進計画等の概要

自治体DX推進計画（2022.9改定） 自治体DX推進手順書（2023.1改定）
■自治体DX全体手順書（2023.1改定）
・ DXを推進に必要と想定される一連の手順を0～3ステップで整理

ステップ0：認識共有・機運醸成
ステップ1：全体方針の決定
ステップ2：推進体制の整備
ステップ3：DXの取組みの実行

■自治体情報システムの標準化・共通化に係る手順書（2023.1改定）
・ 自治体情報システムの標準化・共通化の意義・効果や、自治体に
おける作業手順等を示すもの

■自治体の行政手続のオンライン化に係る手順書（2023.1改定）
・ 自治体の行政手続のオンライン化の取組み方針や、自治体における
作業手順等を示すもの

■参考事例集
・ DXの認識共有・機運醸成、推進体制の整備、個別のDXの取組み等に
ついて、先行する自治体の事例を集めたもの

■重点取組事項（※）自治体の業務システムの改革
① 自治体情報システムの標準化・共通化
・ 2025年度までに基幹系20業務システムを標準準拠システムへ移行

② マイナンバーカードの普及促進
・ 2022年度末までにほぼ全国民に行き渡ることを目指し申請・交付促進等
③ 行政手続のオンライン化
・ 住民に身近な31手続をマイナポータルでオンライン手続可能に
④ AI・RPAの利用推進、⑤ テレワークの推進
・ ②、③による業務見直しなどに併せ導入・活用を推進
⑥ セキュリティ対策の徹底

○ 『デジタル・ガバメント実行計画』（R2.12）の各施策のうち、自治体が重点的に取り組むべき事項や国の支援策等を取り
まとめ、令和2年12月に計画を策定。その後、『骨太の方針2022』において「自治体DX計画改定により、…地方自治体
におけるデジタル化の取組を推進する」とされたことを受け、『デジタル社会の実現に向けた重点計画』『デジタル田園都市国
家構想基本方針』（令和4年6月閣議決定）において国が掲げる理念や支援策等を盛り込む改定を実施。

○ また、「地方公共団体情報システム標準化基本方針」（同10月閣議決定）等の策定や、デジタル人材の確保・育成に
関する自治体の取組状況を踏まえ、令和5年1月、自治体DX推進手順書のバージョンアップを実施。

自治体DX推進計画の趣旨

地域社会のデジタル化に係る参考事例集（2022.9改定）

○ これから事業に取り組む団体の参考となるよう、各団体の事業概要を写
真やイラストとともにまとめたもの。令和4年9月、取組に至った経緯・課題
意識、活用した国等の支援制度等を盛り込むバージョンアップを実施。

※計画期間:2021.1～2026.3
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■自治体におけるDXの推進体制の構築
① 組織体制の整備（全庁的・横断的な推進体制）
② デジタル人材の確保・育成
③ 計画的な取組み（スケジュール策定等）
④ 都道府県による市区町村支援

■自治体DXの取組とあわせて取り組むべき事項
① デジタル田園都市国家構想の実現に向けたデジタル実装の

取組の推進・地域社会のデジタル化
② デジタルデバイド対策
③ デジタル原則に基づく条例等の規制の点検・見直し



自治体DX全体手順書【第2.1版】 概要

 自治体は、デジタル社会形成基本法の基本理念にのっとり、自主的な施策を実施する責務を有する
 DXの実現に向け、首長や幹部職員によるリーダーシップや強いコミットメントが重要
 首長等から一般職員まで、DXの基礎的な共通理解の形成、実践意識の醸成
 利用者中心の行政サービス改革を進めるという、いわゆる「サービスデザイン思考」の共有
 DX推進のビジョンと工程表で構成される「全体方針」を決定・広く共有
 自治体DX推進の意義を参考にしつつ、地域の実情も踏まえて、自団体のDX推進のビジョンを描く
 デジタル化の進捗状況を確認し、自団体のDXの取組内容、取組み順序を大まかな工程表にする

 全庁的・横断的な推進体制の構築。DXの司令塔として、DX推進担当部門を設置し、各業務担当部門をは
じめ各部門と緊密に連携する体制を構築

 各部門の役割に見合ったデジタル人材が配置されるよう、人事・研修担当部門との連携のもと、人材育成・
外部人材の活用を図る

 所属や職位に応じて身につけるべきデジタル技術等の知識、能力、経験等を設定した体系的な育成方針を策
定。特に、専門知識を身につけ、中核となって実務をとりまとめることができる職員（「DX推進リーダー」）につ
いて、人事運用上の取組みや、OJT・OFF-JTによる研修を組み合わせて育成

 十分な能力・スキルや経験を持つ職員の配置が困難な場合には、外部人材の活用も検討

 関連ガイドライン等を踏まえて、個別のDXの取組を計画的に実行。「PDCA」サイクルによる進捗管理
 取組内容に応じて、 「OODA※」のフレームワークを活用した柔軟で速やかな意思決定
※ 「Observe（観察、情報収集）」、「Orient（状況、方向性判断）」、「Decide（意思決定）」、「Act（行動、実行）」の頭
文字をつないだ言葉で、意思決定プロセスを理論化したもの

 全体手順書は、DXを推進するに当たって、想定される一連の手順を示すもの。主に、DX推進計画の「自治体におけるDX推進体制の構築」に対応
し、先行的な自治体の事例等をもとに、各自治体がその実情に応じてDXを推進する際の参考となるよう作成。

 令和4年9月、人材確保・育成策、公平性・透明性確保に係る取組等を盛り込む改定を実施。
 令和5年1月、デジタル人材の確保・育成に関する自治体の取組状況を踏まえ、デジタル人材の確保・育成の全体像や人物像について改めて整理

ステップ０

DXの認識共有・機運醸成

ステップ２

推進体制の整備

ステップ１

全体方針の決定

ステップ３

DXの取組の実行

1 .本手順書の趣旨

2 . D X推進の手順
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DXを推進するための全体方針の策定
○ 都道府県では44団体（93.6％）、市区町村では565団体（32.5％）が全体方針※を策定している。
※ 全体方針･･･DX推進のビジョン及び工程表から構成されるものであり、計画を含む。

※ 令和３年度及び令和４年度ともに４月１日時点。いずれも総務省自治行政局地域情報化企画室調査。 3

44
(93.6%)

3
(6.4%)

策定している…44

令和４年度中に策定を予定
している…3
令和５年度以降に策定を予
定している…0
未定…0

都道府県
47

565
(32.5%)

322
(18.5%)

304
(17.5%)

550
(31.6%)

策定している…565

令和４年度中に策定を予定
している…322

令和５年度以降に策定を予
定している…304

未定…550

市区町村
1,741

29
(61.7%)

14
(29.8%)

2
(4.3%)

2
(4.3%)

策定している…29

令和３年度中に策定を予定し
ている…14

令和４年度以降に策定を予定
している…2

未定…2

都道府県
47

219
(12.6%)

310
(17.8%)

415
(23.8%)

797
(45.8%)

策定している…219

令和３年度中に策定を予定して
いる…310

令和４年度以降に策定を予定
している…415

未定…797

市区町村
1,741

【令和４年度】 【参考：令和３年度】



全庁的・横断的な推進体制の構築
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○ 都道府県では全団体、市区町村では854団体（49.1％）が全庁的・横断的な推進体制※を構築している。
※ 全庁的・横断的な推進体制･･･都道府県においては知事や副知事等、市区町村においては市区町村長や副市区町村長等のリーダーシップや

庁内マネジメントの下、各部局が連携してDXを推進する体制。（例：推進本部・連絡会議の設置等）

41
(87.2%)

6
(12.8%)

構築している…41

構築していない…6

480
(27.6%)

1,261
(72.4%)

構築している…480

構築していない…1,261

都道府県
47

市区町村
1,741

47
(100%)

構築している…47

構築していない…0

都道府県
47

854
(49.1%)

887
(50.9%)

構築している…854

構築していない…887

市区町村
1,741

【令和４年度】 【参考：令和３年度】

※ 令和３年度及び令和４年度ともに４月１日時点。いずれも総務省自治行政局地域情報化企画室調査。



自治体におけるCIO補佐官等としての外部人材の活用状況の推移

（CIO補佐官等として外部人材を活用している団体数）

※ 令和元年度及び令和２年度は４月１日時点、令和３年度及び令和４年度は９月１日時点。いずれも総務省自治行政局地域情報化企画室調査。
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令和４年度

市町村がCIO補佐官等として外部人材の任用等を行
うための経費について、特別交付税措置を開始
※令和７年度まで
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○ CIO補佐官等として外部人材を活用している団体数は、特に令和３年度以降は増加傾向にあるが、全地方公共
団体に占める割合は、依然として一部に留まっている。



地方公共団体におけるデジタル人材の確保・育成の推進

○ 情報システムの標準化・共通化の対応を含め、自治体DX推進計画の計画期間が令和７年度までとされているなど、地方
公共団体におけるデジタル化は喫緊の課題。

○ デジタル化の取組を進める上では、地方公共団体のデジタル人材確保が必要だが、市町村を中心にデジタル人材確保が
進んでいない団体も多く、今後、外部からのデジタル人材の確保、庁内の中核を担う職員（DX推進リーダー）の育成が必要。

○ こうした中、都道府県がデジタル人材を確保し市町村のデジタル化を支援する取組や各地方公共団体で中核を担う職員を
指定し集中的に育成する取組を促進するため、以下の措置を講ずる。

①② 地方公共団体におけるデジタル人材の確保（①）・
育成（②）に関する地方財政措置の創設

④ その他の地方公共団体向け支援策

【対象経費】

① 都道府県等による市町村支援のためのデジタル人材の確保に要する
任期付職員・非常勤職員等の人件費、民間事業者への委託費等
※ これらの経費の一部につき市町村の負担金が生じる場合には当該負担金を含む。

② 地方公共団体におけるデジタル化の取組の中核を担う職員（DX推進
リーダー）の育成に係る経費（研修に要する経費、民間講座の受講料等）

【事業期間】 令和７年度まで（自治体DX推進計画の計画期間と同様）

【地方財政措置】 特別交付税措置（措置率０．７）

※ 併せて、市町村が外部のデジタル人材をCIO補佐官等として任用する際の経費に係る
特別交付税措置を拡充（措置率0.5→0.7）

「自治体DX推進手順書 参考事例集」をバージョンアップし、「人材確保・育成 参考事例集」等を新たに作成することで、先進
団体における人材確保・育成に係る参考事例を横展開。

③ 地方公共団体におけるＤＸ実現のための専門アドバイザーの派遣等

総務省・地方公共団体金融機構の共同事業である「経営・財務マネジメント強化事業」において、新たに、地方公共団体にお
けるＤＸの取組を支援するための専門アドバイザーを派遣するとともに、J-LIS（地方公共団体情報システム機構）・自治
大学校・市町村アカデミー・国際文化アカデミーにおける地方公共団体職員向けの研修を充実。
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